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事業者 向け支援

事業継続
持続化給付金  〔国〕１

問い合わせ：持続化給付金事業コールセンター　Ｔ0120・115・570
（IP電話Ｔ03・6831・0613）

　事業の継続を支援するため、事業全般に広く使える給付金を支給します。
⑴　対象者
　令和２年１月～12月のいずれか１カ月の売上が前年同月比で50％以上減少してい
る中小企業や個人事業者、医療法人、農林漁業者、NPO法人など

⑵　給付金額
　　法人：上限200万円
　　個人事業者：上限100万円
⑶　申し込み
　　令和３年１月15日㈮まで（電子申請のみ）
⑷　申請サポート会場（予約制）
　　国の専門スタッフがハイブ長岡（千秋３）で電子申請をサポートします。
　　　受付予約（オペレーター対応）Ｔ0570・077・866
　　　　　　　（自動音声）Ｔ0120・835・130　※会場番号：ハイブ長岡1510

家賃支援給付金  〔国〕２
問い合わせ：家賃支援給付金コールセンター　Ｔ0120・653・930

　家賃や地代の負担を軽減するため、給付金を支給します。
⑴　対象者
　令和２年５月～12月のいずれか１カ月の売上が前年同月比で50％以上減少してい
るか、連続する３カ月の売上が前年同期比で30％以上減少している中小企業や個人事
業者、医療法人、農林漁業者、NPO法人など

⑵　給付金額
　　申請時点での支払い家賃から算定した給付月額の６カ月分
　　法人：上限600万円
　　個人事業者：上限300万円
⑶　申し込み
　　令和３年１月15日㈮まで（電子申請のみ）
⑷　申請サポート会場（予約制）
　国の専門スタッフがパストラル長岡（今朝白２）で電子申請をサポートします。
　受付予約（オペレーター対応）Ｔ0120・150・413

無利子・無担保融資  〔国・県〕３
問い合わせ：⑴は、日本政策金融公庫長岡支店　Ｔ36・4360

商工組合中央金庫長岡支店　Ｔ35・2121
⑵は、市内の金融機関　　　　　　　　　　　　

⑴　政府系金融機関による無利子・無担保融資
融資限度額：中小事業６億円、国民事業8,000万円
融資期間：運転資金15年、設備資金20年
据置期間：５年

⑵　民間金融機関による無利子・無担保融資
融資限度額：4,000万円
融資期間：10年
据置期間：５年

新型コロナウイルス感染症対策特別融資  〔市〕４
担当：産業支援課　Ｔ39・2228

⑴　小口零細企業保証制度資金 <新型コロナウイルス対応要件>
　　融資限度額：2,000万円　　信用保証料：100％補助
　　融資期間：運転資金７年、設備資金10年　　金利：1.45～1.85％
⑵　地方創生特別融資経営改善貸付 <新型コロナウイルス対応要件>
　　融資限度額：8,000万円
　　融資期間：運転資金10年　　金利：1.55～1.95％
　　※市制度融資の借換えも可能
⑶　申し込み
　　市内の金融機関

BCP・事業承継補助金  〔市〕５
担当：産業支援課　Ｔ39・2228

　事業者の事業継続計画（BCP）や事業承継計画の策定経費などを補助します。
⑴　補助内容
①　BCP型
　BCP策定のためのコンサルティングや研修などの費用の３分の２（上限10万円）

②　事業承継型
ア　承継計画の策定や企業価値の算定などの費用の４分の３（上限10万円）
イ　特例承継計画の策定やＭ＆Ａ登録などの費用の４分の３（上限30万円）

※①と②は併用可。①と②アの併用の場合は上限20万円、①と②イの併用の場合は上
限40万円

⑵　申し込み
　　８月31日㈪まで
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